
様式１

(令和5年7月1日時点)
１．概要

団体概要

設立年月日

代　表　者

名　　　称

平成11年3月31日(公益認定：平成25年3月21日） 電　　　 話

理事長　羽場　恭一 担 当 部 課

設 立 経 過

公益財団法人　鳥取市人権情報センター

10,000,000円

（内訳）市10,000,000円 (100％)

基 本 理 念

定款または寄附
行為記載事業

基 本 財 産
（出捐金及び内訳）

所　在　地

指 定 期 間

(1)　人権問題に関する普及及び啓発に関すること
(2)　人権問題に関する市民活動の支援及び協働に関すること
(3)　人権問題に関する調査研究に関すること
(4)　人権問題に関する相談に関すること
(5)　その他この法人の目的を達成するために必要な事業

人権啓発事業
1．講座･セミナー育成事業
2．相談･助言事業
3．助成事業(応募型)
4．普及･啓発事業

実 施 事 業

鳥取市幸町１５１番地

0857-24-3125

総務部人権政策局人権推進課

指定管理の
状　　　況

出捐金額

　同和教育ならびに企業及び市民啓発の条件整備を図る拠点施設として、部落問題をはじめとする
人権問題に関する情報及び資料の収集提供、調査研究、啓発相談等の事業を展開するセンターとし
て設立された。国の公益法人制度改革に伴い、公益法人格取得をめざし、平成25年3月21日、鳥取
県知事から移行認定を受け、平成25年4月1日、公益財団法人として登記を完了、現在に至る。

　この法人は、鳥取市に暮らし、働き、学び、集うすべての人の人権が尊重され、差別、偏見及び
人権侵害のない社会の実現を目指して、市民活動に対する支援を行うなど市民参画型の手法を取り
入れながら人権問題に関する各種の事業を行うことにより、差別のない人権尊重都市鳥取市の実現
に寄与することを目的とする。

施　設　名
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借入金
等

借入金

（うち市からの借入金）

市の損失補償債務残高、
市の債務保証残高

その他 0 0 0 0 0

2,215 2,055

令和3年度
決算

令和4年度
決算

12,288 12,130 12,372資　         産

平成30年度
決算

令和元年度
決算

令和2年度
決算

12,402 12,152

（千円）

（千円）

2,055 2,0552,055

決算の
状況

貸
借
対
照
表

（

Ｂ
Ｓ
）

損
益
計
算
書
（

Ｐ
Ｌ
）

・
正
味
財
産
増
減
計
算
書

10,317 10,347 10,097

33,661 33,043 33,523 35,476 37,551

33,639 33,042 33,281 35,447 37,800

22 1 242 29

10,073 10,075

小計

総　　　　額

（うち運営費補助）

委
託
料

補
助
金
等

0

0

0 0

0 0 0

市から
の支出
金

0 0 0

経　常　損　益
・当期経常増減

当　期　純　利　益
・当期一般正味財産増減

-249

29 -249

30,122 30,122

指
定
管
理
料

32,499

総　　　　額

（うち指名指定）

総　　　　額

（うち随契）

2,377 1,766

30,447 32,200

30,122 30,122 30,300 30,447 32,200

0

0 0 0 0

31,888 32,532 34,381 36,286

2,232 3,934 4,086

2,377 1,766 2,232 3,934 4,086

0

0 0 0 0

0 0

指定管理料

委託料

補助金

受益者
負担等

受益者負担 0

その他 1,162

小計 0 0 0 0 0

00 0 0 0

0
国・県
等から
の支出
金

0

合計 33,661 33,043 33,523 35,476 37,551

1,155 991 1,095 1,265

小計 1,162 1,155 991 1,095 1,265

２．財務の状況 総収入額 総支出額 差引収支額

令和5年度予算 37,296 37,296 0

その他 0 0 0

30,300

22 1 242

負　         債

純資産・正味財産

経　常　収　益

経　常　費　用

（千円）

0 0

新会計基準への移行年度 平成２４年度
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令和3年度
決算

令和4年度
決算

３．評価指標
平成30年度
決算

令和元年度
決算

令和2年度
決算

健全性

効率性

146.1% 0.0% 0.0%

7.1% 5.3% 6.7%

83.0%

流動比率

正味財産比率

市受託事業依存率

市補助金等依存率

人件費比率

管理費比率

11.1% 10.9%
89.5% 91.2% 90.4% 85.8% 85.8%

0.0% 0.0%
81.9% 83.1% 83.3% 83.4% 83.0%

○講座・セミナー育成事業 自主 423 423 100% 人権推進課

0.0%

４．主要事業実績（令和4年度）

自立性

市指定管理事業依存率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

87.0% 86.6% 86.7% 86.0%
5.4% 3.0% 3.4% 2.9% 3.4%

事業名 区分 決算額
うち市の支出額

市支出率 市担当部署 公益目的

○助成事業
自主 31,885 30,367 95% 人権推進課 ○
自主 100 100 100% 人権推進課

○
市民集会開催事業補助 受託 1,840 1,840 100% 人権推進課 ○
人権とっとり講座 受託 996 996 100% 人権推進課
普及・啓発事業

○

○
世界人権宣言推進事業 受託 972 972 100% 人権推進課 ○
ネットモニタリング事業 受託 122 122 100% 人権推進課

啓発冊子作成事業 受託 156 156 100% 人権推進課

0 0
常勤

合計 36,496 34,978 96%

非常勤

役員

うち市派遣

9 9 9
うち市派遣 3 3 3

役員計
8 8

評議員

５．役員・職員の状況 令和3年度 令和4年度

0 0
うち市派遣 3 3 3

1

7 7 7

うち市ＯＢ 1

17

1 1 1

（人）

8
うち市ＯＢ 1 1 1

うち市派遣

17 17
うち市ＯＢ 2 2 2

0 0 0
うち市ＯＢ

1

うち市ＯＢ 0

1 1 1

令和5年度

0

4

うち市派遣 3 3 3

うち市ＯＢ 0 0 0

職員

正規
4 4

うち市派遣 0 0

0 0
うち市派遣 0 0 0

0

嘱託
0 0 0

うち市ＯＢ 0

役員・評議員計

0
うち市派遣 0 0 0

職員計
4 4 4

うち市ＯＢ 0 0

パート・アルバイト等 0 0 0

100% 人権推進課 ○相談・助言事業 自主 2 2


